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市街地再開発事業 福山市東桜町地区 



 

 

 

 



１ 施策方針 
 
(1) 建築物の安全安心の確保と質の向上 

県民の生命，健康及び財産の保護を図るため，建築物の敷地，構造，設備及び用途の規制を行う

ことによって，更には耐震改修やがけ地付近の危険住宅の移転の促進，既存特殊建築物の防災対策

等を通じて，建築物の安全と安心の確保と都市環境の整備を図る。また，地球温暖化防止に資する

省エネルギー対策や環境との調和など建築物の質の向上に向けた普及啓発を行う。 

(2) 建築士及び建築士事務所の指導 

建築物の設計，工事監理等を行う技術者の資格を定めて，その業務の適正化を図り，建築物の質

の向上に寄与することを目的とした建築士法に基づき，建築士及び建築士事務所の指導を行う。 

(3) 宅地建物取引業者の指導 

良好な宅地，建物の供給を円滑にするため，宅地建物取引業を営む者について免許制度を実施し，

この事業に必要な規制を行うことによって，業務の適正な運営と取引の公正を確保し，購入者等の

利益の保護，並びに宅地及び建物の流通の円滑化を図る。 

(4) 市街地再開発事業の促進 

市街地における土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図るため，市街地再開発事

業を積極的に指導し，その促進を図る。 

(5) 人にやさしいまちづくりの推進 

高齢者等が円滑に利用できる建築物の建築を促進し，高齢者等の快適かつ安全な移動を確保する

ほか，高齢者等の利用に配慮した建築物の整備等を行う事業の促進を図る。 
 
２ 建築基準行政 
 
建築基準法は，健全な都市環境を守ることを目的に建築物の敷地，構造，設備及び用途に関する最

低の基準を定めている。 
建築確認検査は，建築主事又は指定確認検査機関が建築物又はその建築計画が適法であるかどうか

を，建築工事の着手前，工事途中及び完了後においてチェックする制度である。 
県は，確認検査事務の迅速的かつ確かな処理を行うため，都市局建築課のほか西部，東部，北部の

各建設事務所の合計３ヶ所に建築主事を配置している。 
また，広島市（昭和 27年４月），福山市（昭和 46年 10月），呉市（昭和 50年４月）に建築主事を
設置し特定行政庁として発足したのに加えて，尾道市（昭和 56年 10月），三原市（昭和 57年４月），
東広島市（昭和 60年４月），廿日市市（昭和 63年４月），三次市（平成 17年４月）に建築主事を設
置し，業務の一部を行う限定特定行政庁として発足した。その後，東広島市は平成 18 年４月から，
尾道市，三原市及び廿日市市は平成 20 年４月から特定行政庁として発足し，確認等の事務の全てを
行うこととなった。 
平成 11 年５月の建築基準法改正により，民間の指定確認検査機関が確認検査業務を行うことがで
きることとなり，広島県を業務区域に含んでいる大臣指定の８機関，中国地方整備局長指定の２機関

及び知事指定の１機関（平成 23年３月 31日現在）が業務を行っている。 
また，平成 19 年６月の建築基準法改正により，一定規模以上の建築物の確認に構造計算適合性判
定が必要となり，広島県では県及び指定構造計算適合性判定機関２社で業務を行っている。 
なお，平成 21 年度から「建築共用データベースシステム」を導入し，確認に係る多様なデータを
共有することで，適切かつ効率的な事務の運用を行っている。 
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  年度別確認申請等の推移 
特定行政庁建築物等確認申請受付状況（計画変更確認申請を含まず計画通知を含む。）（単位：件） 

      年 度 
行政庁等 

１８ １９ ２０ ２１ ２２ 

広 島 県 ６０１ ５４９ ３９２ ２８６ ２４７

広 島 市 １，３７０ １，３３９ １，２２１ ９１３ ８４８

呉 市 ４９６ ４５９ ３８６ ３２６ ３０４

福 山 市 ３６４ ３２３ ２７８ １８３ １９３

東 広 島 市 ５５９ ４４２ ３４１ ２４９ ２４１

尾 道 市 ８２ ６８ １３７ ８４ ８７

三 原 市 ４４ ３６ ８５ ５７ ５７

廿 日 市 市 １２１ ９９ １４６ ９０ ８６

三 次 市 ４０ ５９ １０８ ８６ ５８

民間指定機関 １０，２４９ ９，２１６ ８，５０４ ６，９０２ ８，７０４

 
 その他の事項の状況（県全体） 

年  度 
道路位置指定 
   （単位：ｍ） 

昇降機等検査 
   （単位：件）

昇降機等定期報告
      （単位：件）

し尿浄化槽設置 
     （単位：件）

１8 
５，２２９ 
（１５８） 

５４８ 
０ 

１５,１４９ 
３２ 

５４１ 
（２,４８０） 

１９ 
５，４６７ 
（１５６） 

３５８ 
１ 

１５,５３１ 
３４ 

１，１６３ 
（２,３２２） 

２０ 
７，２２２ 
（１６４） 

５７４ 
０ 

１５,８４２ 
３０ 

６７０ 
（２,００５） 

２１ 
４，４３２ 
（１１６） 

３７９ 
０ 

１５,９６８ 
２９ 

６０８ 
（１,９０６） 

２２ 
５，０８０ 
（１４１） 

４５６ 
３ 

１６,４６５ 
２３ 

１６３ 
（１，８３９） 

（注）１ 道路位置指定の（ ）内は，件数 
      ２ 昇降機等検査，昇降機等定期報告は上段：エレベーター，エスカレータ，下段：遊戯施設の件数 
      ３ し尿浄化槽設置の（ ）内は，浄化槽法による届出の件数 

 

３ 建築協定 
 
建築協定とは，住宅地としての良好な環境や，商店街としての利便をより高度に維持増進するため，

地域住民に建築基準法の一般的基準を超えた基準を定めることができるという準立法的権限を認めた

制度である。 
広島県内では，現在１０市町において建築協定条例を制定しており，県内の認可件数（平成 23年３
月 31日現在，失効分及び廃止は除く。）は５１件である。 

 
                            建築協定条例制定市町 
 
行 政 庁 制 定 年 許 可 件 数 行 政 庁 制 定 年 許 可 件 数 

広 島 市 昭和 53 年 
２９ 

（４件失効） 

廿 日 市 市 昭和 56 年 ６ 

福 山 市 昭和 48 年 
２ 

（２件失効) 

府 中 町 昭和 52 年 ０ 

呉 市 昭和 50 年 ０ 坂 町 平成 11 年 １ 

尾 道 市 昭和 57 年 １ 竹 原 市 平 成 ４ 年 ０ 

三 原 市 昭和 57 年 ２ 
東 広 島 市
（ 旧 河 内 町 ）

平 成 ６ 年 
５ 

（２件廃止） 

東 広 島 市 昭和 60 年 １３  
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建 築 協 定 認 可 物 件 
                                    （Ｈ23.３.31現在）  

 認可年月日 名称  認可年月日 名称 

三
原
市 

Ｓ６２． ２． ２ 
 
Ｈ１０． ７．１５ 

みはら青葉台 
 
三原西部住宅団地 

尾
道
市 

Ｈ ７．１０．３０ 虹が丘団地 

東

広

島

市 

Ｈ １．６．19 
 
Ｈ ２．10．２５ 
 
Ｈ ２．１０．２５ 
 
Ｈ ３．１０．２２ 
 
Ｈ ４．１０． １ 
 
Ｈ ５．１０．１２ 
 
Ｈ ５．１０．２１ 
 
Ｈ ６． ９． ２ 
 
Ｈ ６．１１．１０ 
 
Ｈ ７． ７．２０ 
 
Ｈ ７．１０．２６ 
 
H１８． ８．２８ 
 
H２３． ３.１６ 

東広島ニュータウン （高屋高美が丘一・二丁目） 
 
東広島ニュータウン（高屋高美が丘三丁目Ａ地区）
 
東広島ニュータウン（高屋高美が丘四丁目Ａ地区）
 
東広島ニュータウン（高屋高美が丘四丁目Ｂ地区）
 
東広島ニュータウン（高屋高美が丘三丁目Ｂ地区）
 
おおぞら台（H６.１０.３１変更） 
 
東広島ニュータウン（高屋高美が丘六・七丁目） 
 
八本松町大山 
 
東広島ニュータウン（高屋高美が丘九丁目） 
 
あすかパーク西高屋 
 
東広島ニュータウン （高屋高美が丘八丁目） 
 
東広島ニュータウン(高屋高美が丘五丁目１
番) 
東広島ニュータウン(高屋高美が丘四丁目 C
地区) 

廿

日

市

市 

Ｓ５９． １． ９ 
 
Ｓ６０． ２．２１ 
 
Ｓ６１． ９．２９ 
 
Ｓ６３． ３．１４ 
 
Ｈ ６． ２．２４ 
 
Ｈ２１．３．２４ 

阿品台タウンハウスＧ，Ｈ，Ｉ，団地 
 
ガーデンハウス阿品台 
 
阿品台グループ分譲住宅（Ａブロック） 
 
ガーデンハウス阿品台（第二次） 
 
阿品台タウンハウスＤ団地 
 
阿品台タウンハウスＢ団地 

坂
町

Ｈ１２． ９． ５ 坂地区開発低層住宅街区 

広

島

市 

Ｓ５７． ６．１６ 
 
Ｓ５８． ３．１４ 
 
Ｓ５８． ５．３０ 
 
Ｓ５８． ６．２１ 
 
Ｓ５８． ８． ２ 
 
Ｓ５８．１０． ６ 
 
Ｓ５８．１２．２６ 
 
Ｓ６０．１２． ４ 
 
Ｓ６１． １．２４ 
 
Ｓ６１． ２． ６ 
 
Ｓ６１．１１．２８ 
  
Ｈ １． ６．３０ 
 
Ｈ １．11． ６ 
 
Ｈ １．１２．１ 
 
Ｈ ２． １．１９ 
 
Ｈ ２． ８．２４ 
 
Ｈ ３． ４．２３ 
 
Ｈ ４． ３．１８ 
 
Ｈ ５． ８．１３ 
 
Ｈ ５． ８．２５ 
 
Ｈ ５．１０．１２ 
 
Ｈ ６．１２．１４ 
 
Ｈ ９． ３． ３ 
 
Ｈ ９．１０．２７ 
 
Ｈ１１． ７．１６ 
 
Ｈ１１．１２． ８ 
 
Ｈ１３.  ６． １ 
 
Ｈ１３.１２.２６ 
 
Ｈ１９．９．２０ 

井口台パークタウン 
 
翠光台タウンハウス 
 
井口台パークタウンⅡ 
 
桐陽台 
 
ガーデンハウス鈴が峰 
 
ニューハイツ高取 
 
阿瀬波団地 
 
桐陽台第Ⅱ 
 
安芸ケ丘団地 
 
毘沙門台タウンハウス 
 
藤の木住宅地 （失効） 
 
桐陽台第Ⅲ 
 
馬木団地 （失効） 
 
宮野谷 
 
あさひが丘グリーンタウン 
 
彩が丘団地 
 
桐陽台第Ⅳ 
 
グリーンパーク平和台 （失効）
 
桐陽台第Ⅴ 
 
鈴が峰団地西 
 
可部勝木台住宅団地 
 
中講パークフロント低層住宅地区 
 
ドリームハイツ 
 
小河原団地 
 
中講パークフロント商業地区 
 
牛田台住宅地（H21.12.8変更） 
 
グリーンタウン伴中央 
 
希望が丘 （失効） 
 
フローラルアベニュー海老園 

福
山
市 

Ｈ ３．11．14 
 
Ｈ ９. ５.２１ 

赤坂町ユービーイータウン（失
効） 
 
駅家住宅団地北区域建築協定（失

効） 

東
広
島
市
（旧
河
内
町
） 

Ｈ ７． ２． ２ 
 
Ｈ ７． ９．１４ 
 
Ｈ ７． ９．１４ 
 
Ｈ ７． ９．１４ 
 
Ｈ ７． ９．１４ 

グリューネン入野（Ａ地区） 
 
グリューネン入野（Ｂ地区） 
 
グリューネン入野（Ｃ地区） 
 
グリューネン入野（Ｄ地区）  ※Ｈ１７．８．１ 
                     付けで廃止
グリューネン入野（Ｅ地区） 
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４ 建築審査会 
 
建築審査会は，建築基準法に関する特定行政庁又は建築主事の処分に対する不服申立の裁決，用途

地域内の建築制限，建築物の高さの制限，道路内の建築制限，接道の制限についてなど特定行政庁の

ただし書許可に対する同意について決議を行うとともに，諮問事項の調査審議並びに関係機関に対し

建議するために設けられている。県内では県，広島市，呉市，福山市，東広島市，三原市，尾道市及

び廿日市市の特定行政庁に設置され，許可に対して同意を議決したものは，次のとおりである。 
       建 築 審 査 会 取 扱 件 数                （単位：件） 

用 途 地 域 関 係 
年 
 
    
度 

特 定 
 
 

行政 庁 

第１種 
低層住 
居専用 
地  域 

第２種 
低層住 
居専用 
地  域 

第１種 
中高層 
住居専 
用地域 

第２種 
中高層 
住居専 
用地域 

第１

種 
住  居 
地  域 

第２種 
住  居 
地  域 

準住居 
 

地  域 

近 隣 
商 業 
地 域 

商  業 
 
地  域 

準工業 
 

地  域 

工  業 
 
地  域 

工 業 
専 用 
地 域 

敷地等 
と道路 
の関係 

道路内 
の 
建築物 

容積率 
制  限 
高さ制限 
日影規制 

計 

広島県      ７９ １ ３ ８３

広島市      １ １６９ ７ １０ １８７

呉 市 １     ４１ ２ ２ ４６

福山市      １１２   １１２

東広島市      １ １ ２  １ ５

 １８  

小  計 １     ２ １ ４０３ １０ １６ ４３３

広島県      １ ７５ １ ０ ７７

広島市      １４７ １７ ６ １７０

呉 市 １     ３４ １  ３６

福山市   １   ９６ １ ３ １０１

東広島市      １２   １２

 １９  

小  計 １  １   １ ３６４ ２０ ９ ３９６

広島県      ５３   ５３

広島市     １ １５７ ３１ ５ １９４

呉 市      １０ ４  １４

福山市      １０５ ６ ５ １１６

東広島市      １５   １５

三原市      １１   １１

尾道市      １９   １９

廿日市市      ８   ８

 ２０  

小  計     １ ３７８ ４１ １０ ４３０

広島県       ２４   ２４

広島市       ５  １ ６

呉 市       ２６ ３  ２９

福山市       １ ９９  ３ １０３

東広島市      ３７  ２ ３９

三原市       ２   ２

尾道市       １８   １８

廿日市市   １   １４ １  １６

２１  

小 計    １   １ ２２５ ４ ６ ２３７

広島県       ３０ １ ３ ３４

広島市       １４１ ３ ３ １４７

呉 市       ２２ ３  ２５

福山市       ９２  ８ １００

東広島市      ８   ８

三原市       ７   ７

尾道市  ３  １   １９ １  ２４

廿日市市      １ ７   ８

２２  

小 計  ３  １   １ ３２６ ８ １４ ３５３
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５ 建築設計・工事監理業務の適正化 
 
(1) 建築士の育成 

建築物の設計，工事監理等を行う技術者の資格を定めて，その業務の適正化を図り，建築物の質

の向上に寄与することを目的として建築士法が昭和 25 年に制定され，更に昭和 58 年の一部改正
により，昭和 59年度から伝統的木造建築物の技術者を育成するために，木造建築士資格が創設さ
れた。 
これにより，一級・二級及び木造建築士制度が確立し，それぞれの業務範囲が規定された。 
これらの資格の取得は，一級建築士については国土交通大臣，二級建築士及び木造建築士につい

ては知事が行う試験に合格しなければならない。 
なお，それぞれの試験事務は，国土交通大臣及び県知事から指定試験機関に指定された建築技術

教育普及センターが行っている。 
平成 18 年以降の二級建築士試験及び木造建築士試験の申込者数，受験者数，合格者数は次のと

おりである。  
              二級・木造建築士試験の状況                        （単位：人） 

年 申 込 者 数 受 験 者 数 合 格 者 数 合 格 率 
１８ １，０８５（６０）   ９２９（５７） ２５５（２３） ２７.５％（４０.４％） 
１９ １，０６６（４９）   ８６９（４３） ２１９（１５） ２５.２％（３４.９％） 
２０ 1，１５８（５９）   ９６６（５６） ２３１（２５） ２３.９％（４４.６％） 

２１ １，０１８（８）   ８５２（５） １８２（０） ２１．４％（０％） 

２２ ９１８（１９）   ７６６（１５） ２０４（３） ２６．６％（２０．０％） 

（注）  （  ）内は木造建築士（外数） 

それぞれの試験の合格者の申請により，一級建築士については国土交通大臣が，二級建築士及び

木造建築士については県知事が免許を与えている。 
昭和25年に建築士法が施行され，平成22年度末現在，知事が二級建築士免許を与えている者は，

17,333 人，木造建築士の免許を与えている者は 486 人で，広島県に届出があり，国土交通大臣か

ら一級建築士の免許を与えられた者は，平成 22 年度末現在，9,247 人である。 

 (2) 建築士事務所 
他人の求めに応じ報酬を得て設計，工事監理等を行うことを業としようとする建築士又は建築士

を使用して上記の業をしようとする者は，建築士事務所を定めて知事への登録を必要としている。 
平成 23年３月 31日現在登録数 一   級     2,046 件 

二   級        616 件 
木   造         14 件 

(3) 地震被災建築物応急危険度判定士の育成 
阪神・淡路大震災を契機として，地震による被災建築物の余震二次災害を防止するため，応急危

険度判定士を育成する。 
 「地震被災建築物応急危険度判定士」とは，一級・二級及び木造建築士のうち知事の指定する講
習会を受講し，知事が判定士として認定した者である。 
                           （単位：人） 

年度 指定講習受講者数 登録者総数（年度末） 
１８ １７０ ２，３２７ 
１９ １７４ ２，３３９ 
２０ １４４ ２，３３４ 
２１ １１１ ２，２４９ 
２２ １２７ ２，２１０ 
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６ 宅地建物取引業 
 

宅地建物取引業法（昭和 27 年法律第１７６号）に基づき，宅地建物取引業者等に対して必要な規
制を行うことにより，その業務の適正な運営と宅地及び建物の取引の公正を確保し，購入者等の利益

の保護と宅地及び建物の流通の円滑化を図っている。 
(1) 宅地建物取引業者 

宅地建物取引業を営もうとする者は，二以上の都道府県の区域内に事務所を設置して業を営もう

とする場合にあっては国土交通大臣の，一の都道府県の区域内にのみ事務所を設置して業を営もう

とする場合にあっては当該事務所の所在地を管轄する都道府県知事の免許を受けなければならな

い。 
 ① 年度別宅地建物取引業者免許状況（知事免許） 

年 度 当初件数 新   規 更   新 小  計 廃 業 等 年度末件数 

１８ ２，９４４ １４２ ８３２ ９７４ １４０ ２，９４６ 

１９ ２，９４６ １２２ ７９６ ９１８ １１８ ２，９５０ 

２０ ２，９５０ １１７ ６５３ ７７０ １５４ ２，９１３ 

２１ ２，９１３ １１４ １２７ ２４１ １４４ ２，８８３ 

２２ ２，８８３ １０３ １４７ ２５０ １２９ ２，８５７ 

  ② 建設事務所別宅地建物取引業者状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(2) 宅地建物取引主任者 
宅地建物取引主任者として業務に従事するためには，まず宅地建物取引主任者資格試験に合格し，

都道府県知事の登録を受け，宅地建物取引主任者証の交付を受けなければならない。 
① 宅地建物取引主任者資格試験受験状況 

昭和 63年度からこの試験事務を，財団法人不動産適正取引推進機構に委託して実施している。
なお，平成 18年度以降の受験状況は次のとおりである。 

宅地建物取引主任者資格試験受験状況 
年 度 受験申込者数(人) 受験者数（人） 合格者数（人） 合格率（％） 
１８ ４，７９４ ３，９２２ ６３３ １６．１ 

１９ ５，１６３ ４，１９６ ６６６ １５．９ 

２０ ５，１０１ ４，１７８ ６１３ １４．７ 

２１ ４，７１１ ３，８３４ ６２５ １６．３ 

２２ ４，３５５ ３，６５９ ５９３ １６．２ 

  ② 宅地建物取引主任者登録者数 
     １８，８７６人（H23.3.31 現在） 

（Ｈ２３．３．３１ 現在） 

東 部 
643 

西 部 
1,844 

呉 
 169 

東広島

148 

北部 53 

知事免許 
2,857件 

県外業者 
112

大臣免許

149件

県内業者 
 37 

西部 34 

東部 2 東広島 1 
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７ がけ地近接等危険住宅移転事業 
 
昭和 48 年度から，がけ地の崩壊等により住民の生命に危険を及ぼす恐れのある区域において，危

険住宅の移転を行う者に対して，その除却等及び新たに建設する住宅（購入も含む）に要する費用の

一部を国，県及び市町が助成している。 
 

がけ地近接等危険住宅移転事業実施状況                  （単位：千円） 
建 物 除 却 建 物 等 取 得 計 財源負担    区分 

年度 戸数 補助対象額 戸数 補助対象額 補助対象額 県    費 

１８ 3 ２,３８８ ０ ０ ２,３８８ ５９７

１９ ０ ０ ０ ０ ０ ０

２０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

２１ １ ７８０ ０ ０ ７８０ １９５

２２ ０ ０ ０ ０ ０ ０

 
 
８ 市街地再開発事業 

 
市街地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図るため，都市再開発法に基づいて市街地

再開発事業の基本計画等を作成する市町の経費の一部を国及び県が，市街地整備を施行する個人又は

組合の事業に要する経費の一部を国，県及び市町が助成している。 
 
(1) 基本計画等作成 

補 助 金（千円） 
年度 都市名 地区名 

面積 
 （hａ） 

区    分 
補助対象 
事業額 
 （千円） 国 県 

大 手町四丁目 １番 ０.６４ 事 業 推 進 計 画 ６,５８５ ２,１９５ － 

広 島 市 
都心 コア商業業務 ６１.１０

市街地総合再生
基 本 計 画

６,９１２ ２,３０４ － 

福 山 市 東 桜 町 １.００ 事 業 推 進 計 画 ６,５８５ ２,１９５ － 
８ 

東 広島市 西 条 中 央 ４.８０
市街地総合再生
基 本 計 画

４,８３０ １,６１０ － 

９ 東 広島市 西 条 中 央 ４.８０ 〃 ４,５１５ １,５０５ － 

１２ 福 山 市 延 広 町 ０.５９ 〃 ２,８７７ ９５９ － 

福 山 市 東 桜 町 １.００ 事 業 推 進 計 画 ６,３００ ２,１００ －  
１３ 
 〃 伏 見 町 ２.６０

市街地総合再生
基 本 計 画

８,０６１ ２,６８７ － 

広 島 市 広島駅南口Ｂブロック １.３９ 計画コーディネート ３１,２００ １０,４００ - 
１８ 

福 山 市 伏 見 町 ２.８０ 事 業 推 進 計 画 １８,４００ ６,１００ - 

１９ 広 島 市 広島駅南口Ｂブロック １.３９ 計画コーディネート ４０,５００ ９,６００ - 
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(2) 市街地整備 

都市名 地区名 
面 積 

  （ｈａ） 
施行者 事業年度

総事業費

（百万円） 

県補助金 

（百万円） 
施設建築物の概要 

広島市 
広島駅南口 

B ブロック 
１.３９  組 合 

３～２6 

（予定） 

33，200 

(予定) 

1,290 

(予定） 

西棟  
     
東棟   

地上 51 階 
地下 2 階 
地上 9 階 
地下 １階 

〃 
広島駅南口 

Ｃブロック 
１.９０  

組 合 

（予定） 

２３～２７ 

（予定） 

23,800 

(予定) 

1,407 

(予定） 

高層棟  
       
低層棟  
      

地上 42 階 
地下 1 階 
地上 10 階 
地下 １階 

〃 
大手町四丁

目 1番地区
０.７０  〃 １３～１６ 6，778 － 

権利者棟 
        
保留床棟 
        

地上 11 階 
地下 2 階 
地上 21 階 
地下 2 階 

福山市 東桜町地区 １.００ 
再開発 

会社 
１７～２２ 12，546 883 

住宅部   

ホテル部  
        

地上 28 階 
地下 1 階 
地上 16 階 
地下 1 階 

 
９ 福祉のまちづくりの推進 

 
「広島県福祉のまちづくり条例」の基本理念に基づき，すべての県民が自らの意思で自由に行動し，

社会参加できるような生活環境を整備することにより，住みよい福祉のまちづくりの実現を図る。 
 

(1) 福祉のまちづくり整備融資事業 
新築及び既存の建築物について，すべての人々が利用しやすい施設の整備を実施する事業者に対

し，施設の整備を推進するとともに，福祉のまちづくりの推進を図るため，整備に係る資金の融資

を行う。 
 

(2) 「バリアフリー新法（旧ハートビル法）」による認定 
特定建築物の認定 
高齢者及び障害者等が特段の不自由なく建築物を利用できる水準（平成 14 年度までは誘導的
基準・平成 15 年度からは利用円滑化誘導基準・平成 18 年 12 月 20 日からは建築物移動等円滑
化誘導基準）を充足する特定建築物の促進を図る。 
広島県全体の認定件数 

年    度 １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ 
認定件数 41件 26件 19件 25件 16件 20件 21件

 
(3) 「広島県福祉のまちづくり条例」による事前協議 

適用施設整備基準に適合させるための事前協議制を設け，生活環境を整備するとともに，福祉の

まちづくりの推進を図る。 
年    度 １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ 

事 前 協 議 件 数 ４４１件 ４２９件 ４５９件 ３２５件 ３１６件 256件 334件
適合通知書交付件数 １０２件 ７３件 ８３件 ６２件 8７件 57件 82件
適 合 証 交 付 件 数 ４７件 ４５件 ３５件 ３３件 57件 33件 30件
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10 住宅金融支援機構（旧住宅金融公庫）受託業務 

 
融資住宅の建設を促進するため，県と各特定行政庁は，建物の設計審査及び現場審査等について住

宅金融公庫から委託を受けて処理していたが，平成 19 年３月末で住宅金融公庫が廃止され，新たに
住宅金融支援機構が設立されたことに伴い，受託業務は災害復興住宅等に限定されている。 

 
災害復興住宅等建設状況（被災住宅の工事を含む）          （単位：件） 

         年度 
行政庁 

１９ ２０ ２１ ２２ 

広  島  県 ０ ０ ０ ０ 
広 島 市 ０ ０ ０ ０ 
呉 市 ０ ０ ０ ０ 
福 山 市 ０ ０ ０ ０ 
東広島市 ０ ０ ０ ０ 
尾 道 市 ０ ０ ０ ０ 
三 原 市 ０ ０ ０ ０ 
廿日市市 ０ ０ ０ ０ 

他
の
特
定
行
政
庁 

小 計 ０ ０ ０ ０ 
合     計 ０ ０ ０ ０ 

（注） 件数はその年度内の現場審査合格を示す。 
 

11 建築動態統計調査受託業務 

 
建築物の建設の着工動態及び滅失動態を明らかにし，建築及び住宅に関する基礎資料とするため，

毎月１回，国の指定統計として建築着工統計調査，届出統計として建築物滅失統計調査を国土交通大

臣からの委託により行っている。 
県内の着工建築物等の状況は次のとおりである。 
 

(1) 建築物着工統計 
市郡別着工建築物の床面積の状況                        （単位：㎡） 

          暦年 
市郡 １８年 １９年 ２０年 ２１年 ２２年 

市 計 ３，８８０，２４０ ３，１１２，０４７ ２，８１８，５６６ ２，２５３，７５９ ２，１６４，５６７

郡 計 １８６，１７９ １７８，４０４ １４０，２６７ １０４，２１２ １１７，８１０

県 計 ４，０６６，４１９ ３，２９０，４５１ ２，９５８，８３３ ２，３５７，９７１ ２，２８２，３７７

木 造 １，１１４，０４４ ９８６，３０５ ９３４，８９３ ８６５，７３２ ９１３，０４０

鉄 骨 造 １，７９５，７４６ １，３８５，５９６ １，２９６，２４９ ９０４，４９１ ８０９，８２４

鉄 筋

コンクリート造
１，０９５，６８１ ８５６，３７１ ５８１，２３０ ５４０，２５３ ５１７，８５３

鉄 骨 鉄 筋

コンクリート造
５６，８７３ ５２，６９５ １４２，２８２ ４１，８２５ ３０，３７９

コンクリート

ブロック造
４４５ ６７１ ６０６ ４７５ ３３３

内

訳 

そ の 他 ３，６３０ ８，８１３ ３，５７３ ５，１９５ １０，９４８

全 国 計 １８８，８１７，２８５ １６０，９９０，７１７ １５７，４１０，９８２ １１５，４８５，８２８ １２１，４５４，４４２
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(2) 住宅着工統計 
新設住宅の戸数の状況                            （単位：戸） 
 

１８年 対前年 
比（％） 

１９年 
対前年

比（％）
２０年 

対前年

比（％）
２１年 

対前年 
比（％） ２２年 

対前年

比（％）

市 計 ２５，２６３ １２．１ ２１，５５２ △１４．７ １８，０８８ △１６．０ １３，７９２ △２３．８ １４，３１７ ３．８

郡 部 計 １，２４８ △４７．５ １，１１７ △１０．５ ８６７ △２３．３ ７５３ △１３．１ ５３４ △２９．１

県 合 計 ２６，５１１   ６．４ ２２，６６９ △１４．５ １８，９５５ △１６．４ １４，５４５ △２３．３ １４，８５１ ２．１

全 国 計 １，２９０，３９１ ４．４ １，０６０，７４１ △１７．８ １，０９３，４８５ ３．０ ７８８，４１０ △２７．９ ８１３，１２６ ３．１

 

利用関係別の状況                        （単位：戸） 
 １８年 １９年 ２０年 ２１年 ２２年 

計 ２６，５１１ ２２，６６９ １８，９５５ １４，５４５ １４，８５１ 
持 家 ６，７５４ ５，９９６ ５，９３６ ５，５４９ ５，９３０ 
貸 家 １１，７１８ １０，５３１ ８，４８８ ５，７８６ ５，５０５ 
給 与 住 宅 189 １３２ ３８ ５８ １１７ 

分 譲 住 宅 ７，８５０ ６，０１０ ４，４９３ ３，１５２ ３，２９９ 

 
新設住宅資金別の状況                      （単位：戸） 
 １８年 １９年 ２０年 ２１年 ２２年 

計 ２６，５１１ ２２，６６９ １８，９５５ １４，５４５ １４，８５１ 

民 間 資 金 に よ る
住 宅

２１，８７０ ２０，７６３ １７，２２７ １２，０２０ １１，６６５ 

住宅金融公庫融資
住 宅

２，１７４ ６７６ １，０５２ １，３５５ ２，５２２ 

そ の 他 ２，４６７ １，１４２ ６７６ １，１７０ ６６４ 

 
 (3) 建築物滅失統計 

除却建築物構造別床面積の状況                  （単位：㎡） 

 １８年 １９年 ２０年 ２１年 ２２年 

計 ４８３，１７２ ２１１，７２１ ３９４，１１３ ３４３，７３２ ３７３，４２３ 

木 造 ２３１，４９９  １６２,９３９  １９１,２８４ １６２，２６４ １５５，６５６ 

非 木 造 ２５１，６７３ ４８，７８２ ２０２，８２９ １８１，４６８ ２２３，７６７ 

 
災害建築物構造別床面積の状況                 （単位：㎡） 

 １８年 １９年 ２０年 ２１年 ２２年 

計 ３０，５３８ ３４，０４４ ２３，９０６ ３０，４３０ １７，６５９ 

木 造 ２４，８４９ ２２，５８０ ２０，１６８ ２２，７３５ １３，４０３ 

非 木 造 ５，６８９ １１，４６４ ３，７３８ ７，６９５ ４，２５６ 
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12 省エネルギー計画書の届出業務 

 

建築物のエネルギーの合理化に資するため，オフィスビル・ホテル・病院・住宅等の建築物の内，

３００㎡以上の建築物について，省エネルギー計画書の届出を義務付けている。 

県内の届出の状況は次のとおりである。 

※ 届出対象規模については，平成 22 年３月 31 日までは２０００㎡以上，平成 22 年４月１日か

らは３００㎡以上に拡大。 

   省エネルギー計画書届出件数                         （単位：件） 

所管行政庁 

 

年度 

広島県 広島市 呉 市 福山市 東広島市 三原市 尾道市 廿日市市 三次市 合 計 

18 年度 43 130 15 25 15     228 

19 年度 50 97 15 25 14     201 

20 年度 18 92 14 19 12 6 13 7  181 

21 年度 15 101 11 20 10 3 6 7  173 

22 年度 129 359 58 172 55 19 30 22 5 849 

 

13 長期優良住宅の認定業務 
 

長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成 21 年６月４日施行）に規定する，長期にわたり良

好な状態で使用するための措置が講じられた優良な住宅である「長期優良住宅」について，その建

築及び維持保全に関する計画を認定している。 

県内の認定の状況は次のとおりである。 

 

    長期優良住宅の認定件数 

所管行政庁 

 

年度 

広島県 広島市 呉 市 福山市 東広島市 三原市 尾道市 廿日市市 三次市 合 計

21 年度 91 412 60 222 116 42 68 39 4 1054 

22 年度 174 786 140 380 189 58 120 88 8 1943 
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